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地域裨益型再エネ事業の考え方



カーボンニュートラルと脱炭素

カーボンニュートラル カーボンオフセット

SDGs
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地域循環共生圏

地域裨益型再エネ事業

地方創生

ネットゼロ

脱炭素

地域でどう取り組んでいけばいいかわからない



市町村の人口割合
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全国１，７４１市町村のうち、
１０万人以下の自治体が８４％

うち、５万人以下の市町村が６９％を占める



若者の地方離れ、都市部への人口集中
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１０代では大学進学、２０代では就職の際に
都市部や県外へ転出する若者が多い

地元に
魅力的な
企業がない

就きたい
職業がない

1980～1985年 2015～2020年

５年間の人口増減率
（日本経済新聞 ふるさとクリック 地図で見る人口）



①
②

③ ④

団塊の世代
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①第１次ベビーブーム
（戦後 1947～1949年）

「団塊の世代」

②高度成長期
（1955～1973年）

日本経済年平均１０％の成長
オイルショックで終了

③第２次ベビーブーム
（1971～1974年）
「団塊ジュニア世代」

④第３次ベビーブーム
（1990年代～2000年代）

は起こらなかった・・・

出典：内閣府 令和4年版少子社会対策白書



地域経済縮小による悪循環

労働者の不足 後継者の不足 働く場所の不足

社会課題が深刻化

人口流出につながる

7



社会インフラ維持の問題

道路 交通 ガス 水道 防災 インターネット

人口一万人あたりのコストは都市部の何倍にもなる

【例】公共交通機関の衰退で移動が不便に⇒交通空白地問題

人口減少・少子高齢化
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日本は今、「超高齢社会」。

2010年をピークに は

2065年の高齢化率は38.4％に…。
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高齢者
38.4％

出典：内閣府 令和4年版高齢社会白書



人口減少による悪循環
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国の地方への支援
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ふるさと創生事業
(正式名称：自ら考え自ら行う地域づくり事業)

地方創生

1988年～1989年 2014年～
「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」閣議決定

全国約3,000の市町村に対し地域振興の
ために、自由に使える資金として1億円を
交付した政策。

人口急減・超高齢化という我が国が直面
する大きな課題に対し、政府一体となって
取り組み、各地域がそれぞれの特徴を活
かした自律的で持続的な社会を創生する
ことを目指す。

竹下総理は下記４つの過剰依存を指摘
◼ 産業構造における工業
◼ 需給構造における輸出
◼ 文化における若者文化
◼ 地域構造における東京圏

大きくわけて下記の問題への対応を目的
としている
◼ 少子高齢化
◼ 人口減少
◼ 東京圏への一極集中

※当社による整理 11



ふるさと創生事業の活用事例

青森県黒石市の金銀こけし
（日本経済新聞HPより）

青森県西津軽郡木造町（現・津軽市）
の木造駅と一体化した土偶モニュメント

（青森県観光情報サイトより）

高知県高岡郡中土佐町（県に売却後盗難）
（朝日新聞デジタルHPより）

青森県上北郡百石町（現・おいらせ町）の日本一の自由の女神像
（おいらせ町HPより） 12



SDGs(Sustainable Development Goals)とは

持続可能でよりよい世界を目指す国際目標。
誰一人取り残さない、

人間、地球及び繁栄のための行動計画。

2015 年 9 月 の 国 連 サ ミッ ト で 、加盟国の全会一致で採択さ れ た 「 持 続 可 能 な 開 発 目 標
（Sustainable Development Goals）」は、17の目標と169のターゲットが設定されています。
この17目標すべてを対象にした世界ランキングにおいて、日本のSDGs達成度は2021年6月で18位と
なっており、先進国としては出遅れているのが実情です。
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国のSDGsに関する取組

◼ 地方創生SDGs
◼ SDGs未来都市・自治体SDGsモデル事業

（2020年岐阜県、2021年岐阜市、高山市、美濃加茂市、2022年恵那市）
◼ 地方創生SDGs 官民連携プラットフォーム
◼ 「環境未来都市」構想

◼ ローカルSDGs（地域循環共生圏）・・・日本発の脱炭素化・SDGs構想
（美濃加茂市、郡上市地域共生圏協議会（郡上市））

◼ 脱炭素先行地域

2030年までのDXの加速によって

年間最大67兆7,000億円の経済価値を生み出す
（デジタル田園都市国家構想交付金 2023年度計上予算1,000億円）

2050年CN（カーボンニュートラル）が実現した経済の姿

＝GDP1,000兆円経済の実現
（地域脱炭素の推進のための交付金 2023年度計上予算400億円）

※下線はモデル事業選定自治体

＜内閣府＞ ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進

＜環境省＞ ＧＸ（グリーントランスフォーメーション）の推進
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地域脱炭素ロードマップ

国・地方脱炭素実現会議 資料（令和3年6月9日）
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地域裨益型再エネ事業とは

地域における投資で収益が出て、地域の中で所得として回すことが重要

◼ 公共施設の屋根等・遊休地の活用
◼ 地域金融機関や地域民間企業からの出資

地域裨益型再エネ事業とは

再エネ事業の収益が地域にとどまること

◼ 地元企業での施工・メンテナンス
◼ 雇用の創出

政府は、今後１０年で１５０兆円超の
官民協調によるＧＸ投資の実現を表明している

ＧＸはビジネスチャンス
16



地域脱炭素推進のための交付金



日本政府のカーボンニュートラル宣言

2020年10月26日の国会における菅内閣総理大臣所信表明演説（出典 環境省資料）

https://www.kantei.go.jp/jp/99_suga/actions/202010/26shu_san_honkaigi.html

２０２０年１０月、

日本政府は２０５０年のカーボンニュートラルを宣言

18



グリーン成長戦略（経済産業省）

梶山経済産業大臣発言
「カーボンニュートラルへの挑戦は、日本の新たな成長戦略。
あらゆるリソースを最大限投入し、経済と環境の好循環を生み出す」
（２０２０年１０月、菅総理のカーボンニュートラル宣言を受け）

経済産業省HPより
https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/roadmap/report/20201111.html

従来、温暖化への対応は経済成長の制約やコストだった。
今後は、これを「経済成長の機会」と捉え直す

19



経団連が行動計画を策定

一般社団法人日本経済団体連合会ホームページより

http://www.keidanren.or.jp/policy/2021/102.html

カーボンニュートラル実現に向けた

経済界の不退転の決意を表明

20



官と民の共創

官

民

市民

消費者

ステークホルダー

ステークホルダー

（ＢtoＣ）

21



地域の再エネ導入拡大に向けて

現状の地域における再エネ : メリット ＜ デメリット
再エネの導入拡大を進めるには : メリット ＞ デメリット

＜なぜ現状のような状況に至っているのか＞
地域 ：再エネ導入による地域課題解決などのメリットが得られていない
事業者 ：FIT事業が大半であり、運転開始後は収益改善の余地が少ない

地域の再エネ導入を拡大するためには、
事業者と地域がwin-winとなる、
双方にメリットがある仕組みが必要

22



地域と発電事業者の双方にメリットがある仕組みづくり

現状は「メリット＜デメリット・不安」の構図

【デメリット・不安例】
• 自然災害・景観破壊への不安
• 地域にお金が落ちない(雇用創出や産業振興等、地域の課題解決に役立っていない)
• 遠くの需要地に使われる電源であり、地域での活用がなされていない
• SPC事業であったり、地域に事業者が常駐していないことから)事業者の顔が見えない

【発電事業者の視点】
• SPC事業・金融商品としての投資家もいるため地域活性に積極的に取組む意識が希薄
• 収益改善につながる等の動機付けがない場合、最小限のことしかしない

再エネが地域の課題を解決したり、地域へメリット創出することができないと
地域における再エネ導入は拡大しない、地域住民から受容されない

「メリット＞デメリット・不安」とするため官民でできること
1. 地域と発電事業者の双方にメリットがある仕組みづくりをお願いしたい
2. 但し、民間事業者でできることは民間事業者が一丸となり取り組む姿勢が必要と考える
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地域の所得循環構造①

環境省・価値総合研究所 地域経済分析ツールより
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地域の所得循環構造①

環境省・価値総合研究所 地域経済分析ツールより
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なぜ地域経済が活性化しないのか

１．工業地帯について

コンビナートや製鉄所、火力発電所等の工
業地帯が繁栄しているにも関わらず、地域
の住民の所得が低いのはなぜ？

２．観光地について

観光地において、観光振興が成功して、観
光客で賑わっているにも関わらず、地域の住
民の所得が低いのはなぜ？

３．先端企業誘致について

先端技術の企業誘致に成功して、順調に
操業しているにも関わらず、地域の企業や
住民の所得が低いのはなぜ？

４．多額の補助金について

多額の補助金・交付金等の資金が地域に
流入して住民所得が高いが、企業が育たず、
地域の生産力が低いのはなぜ？

５．再生可能エネルギーについて

再生可能エネルギーを地域に導入すると、本当に地域の住民の所得が向上するの？

地域経済が循環型構造になっていないから
地方創生の根本の目的は、全国津々浦々まで所得を行き渡らせること
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地域経済循環の構造（住民の所得向上まで）

地域経済（縮小均衡型）

地域経済循環構造

域外に製品・サービス
を販売

域外に製品・サービス
を販売

域外から原材料、資金
を調達

域外から原材料、資金
を調達

地域の中で資金（お金）が循環しない
⇒地域住民の所得が向上しない

地域の中で資金（お金）が循環する
⇒地域住民の所得が向上する

収入

収入

支払多い

支払少ない

域外に販売

域内取引拡大
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地域経済循環の構造（住民の所得向上まで）

地域経済循環構造

域内で事業
（工事・メンテナス）エネルギーの流出費の1部を地域内に循環

させることで「まちづくり」の原資になる

利益
支払少ない

地域内に再エネ
電力を販売

域内事業拡大

エネルギー流出費用
の○○％を
地域にもどす
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株式会社アール・エ北陸
富山県富山市下野16富山市新産業支援センター403（富山大学工学部構内）

✉ ra-eco@abelia.ocn.ne.jp ℡ 076-471-6059
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